
国民健康保険税のお知らせ
平成26年度の納税通知書を 6月中旬に郵送します

問い合わせ
国民健康保険グループ
（☎85１７７１）

本年度の税率は、昨年度から変更ありません
区　分 医療給付費分 介護納付金分 後期高齢者医療支援金等分

税率など 計算方法 税率など 計算方法 税率など 計算方法

A所得割 8.3％
各加入者の【平成25年
中の所得－33万円】の
合算×8.3％

2.5%
40歳以上65歳未満の各
加入者の【平成25年中
の所得－33万円】の合
算×2.5％

1.8%
各加入者の【平成25年
中の所得－33万円】の
合算×1.8％

B均等割 2万6,000円 世帯の加入者数×
2万6,000円 5,200円 40歳以上65歳未満の加

入者数×5,200円 3,800円 世帯の加入者数×
3,800円

C平等割 2万5,000円 1 世帯当たりの定額 5,800円
40歳以上65歳未満の方
がいる 1世帯当たりの
定額

4,000円 1 世帯当たりの定額

課　税
限度額 51万円 12万円 14万円

合　計
A＋B＋C

＝医療給付費分合計 ①
A＋B＋C

＝介護納付金分合計 ②
A＋B＋C

＝後期高齢者医療支援金等分合計 ③
①＋②＋③＝ 1年間の国民健康保険税額

※国民健康保険税は、国民健康保険の財政状況に応じて、毎年税率などの見直しを行っています。

国民健康保険税の納め方　※納付には、口座振替が便利です。
１．納付書（普通徴収）　２．口座振替（普通徴収）　３．年金からの天引き（特別徴収）
年金からの天引きとなった場合でも、申し出により口座振替に変更できます。

すでに年金から
天引きされている世帯

これからも年金からお支払いいただきます。
※納付方法変更の申し出をした場合は、口座振替で納めていただきます。

まだ年金から
天引きされていない世帯

①天引きの対象となる年金の受給年額が18万円未満の方
②介護保険料との合計額が、天引きの対象となる
　年金受給額の半分を超える方
③世帯主が国民健康保険に加入していない世帯
④65歳未満の国民健康保険被保険者がいる世帯
⑤世帯主が年度内に75歳になる世帯

⑥ 4月 1日までに世帯主が65歳になった世帯で、上記①～⑤に該当しない場合
9 月末納期（第 4期）分までの保険税は、納付書または口座振替で納めていただ
き、それ以降は10月（偶数月）に支給される年金から天引きが始まります。
※納付方法変更の申し出をした場合は、口座振替で納めていただきます。

上記以外の世帯
※ 4 月 2 日以降に国民健康保
険に加入した世帯など

年金からの天引きが始まるまでは、納付書または口座振替で納めていただきます。
※加入時期などにより、年金からの天引きの開始時期が異なります。

特別徴収の額
＜すでに特別徴収となっている場合＞

特別徴収（仮徴収） 特別徴収（本徴収）
4 月 6 月 8 月 10月 12月 2 月

本年度の税額が決定する前は、仮算定された税額（前
年度 2月と同額）を徴収します。

税額決定後、年間税額から仮徴収分を差し引いた額を
徴収します。

＜年度途中から特別徴収を開始する場合（10月から開始の例）＞
普通徴収 特別徴収（本徴収）

1 期（ 6月） 2期（ 7月） 3期（ 8月） 4期（ 9月） 10月 12月 2 月

年間税額のおおむね半額を 4回に分けて、これまでどおり納
付書または口座振替で徴収します。 残りの半額を年金から徴収します。

⇒
納付書または
口座振替で納
めていただき
ます。
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耐震診断に補助金を交付します

登別市住宅改良促進特別融資をご利用ください

　市は市内の一定規模の建築物や、木造住宅の耐震診断の実施に要する費用の一部を、建物所有者に対
し補助します。補助金を受けるためには、市が定めた要件を満たすことが必要です。

　市は、市民の住環境向上と市内関連産業の振興のため、住宅の改良を行う方を対象に、低
利で融資を行っています。

▼申込期間　 6月 2日㈪～16日㈪

▼主な条件・補助額

▼  申込方法　補助を希望する所有者は、建築住宅グループ備え付けの意向確認書に必要事項を記載し提
出してください
※意向確認書提出時に図面などを持参願います。
※予算額を超える申し込みがあった場合は、選考を行います。
※申し込みが予算額に届かない場合は、その後随時申し込みを受け付けします。

▼問い合わせ　建築住宅グループ（☎85４３９９）

新エネルギー関連改良 金利 年１.20％（固定）

住宅のバリアフリー改良 金利 年１.75％（固定）

住宅の増改築や改修 金利 年１.95％（固定）

　平成25年度から金利が低くなり利用しやすくなりました
（従来の金利：1.75%）。
• 太陽光発電設備（太陽電池を利用して電気を発生させる設
備）
•風力発電設備（風力を発電に利用する設備）
• 太陽熱利用設備（太陽熱を給湯や暖房、冷房などの用途に
利用する設備）
• 雪氷冷熱利用設備（雪や氷の冷熱を冷蔵や冷房などの用途
に利用する設備）
　※雪や氷は、冷凍器を用いて生産したものを除く。
• 燃料電池（燃料電池を利用して電気を発生させる設備）
 など

•床の段差解消
• 出入り口や廊下の幅員確保

•手すりの設置
•浴室や洗面所の改修工事
 など

•住宅の増築
•住宅の全部・一部建て替え
•屋根のふき替え
•内・外装の張り替え
•塗装

•浴室の改修
•その他住宅本体の修繕
•住宅設備の取り換え
•植樹・造園工事
 など

●対象　次の全てに該当する方
• 本人または家族が所有する住宅である
こと

• 20歳以上の方で市内に住所を有するこ
と

•市税を滞納していないこと
•安定した収入があること
• 市内に本社や支店のある建設業者など
により工事すること

• 取扱金融機関が指定する保証の措置を
講じられること

※ 詳しくは取扱金融機関にお問い合わせ
ください。

●限度額　300万円
● 保証措置や保証料　金融機関の定めに
よる

●担保　原則無担保
●融資期間　10年以内
●償還方法　元利均等月賦返済
※ボーナスの併用もできます。
● 申込方法　登別・室蘭市内の室蘭信用
金庫、北海道銀行、伊達信用金庫、北
洋銀行、北海道労働金庫で受け付け
問い合わせ　商工労政グループ

（☎85２１７１）

補助対象費用の 3分の 2（限度額200万円）

【一定規模の建築物に対する補助】
• 耐震改修促進法で定める特定既存耐震不適
格建築物であること
• 昭和56年 5 月31日以前に着工した建築物で
あること
• 建築基準法その他関係法令に違反がないこ
と
•市税の滞納がないこと

耐震診断に要する費用の 3分の 2（限度額 5万円）

【木造住宅に対する補助】
•一戸建て住宅または併用住宅であること
•地上 2階建て以下の在来軸組工法であること
•所有者（個人に限る）が居住する住宅であること
• 昭和56年 5 月31日以前に着工した住宅であること
•建築基準法その他関係法令に違反がないこと
•市税の滞納がないこと

低利の融資で
自宅の改良が
行えます！
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